



























生成 され、制度化 したのかを概観することを通 して、「人権啓発」のあ り方について考察することを目的 と
する。
2000年12月、「人権教育及び人権啓発の推進に関する法律」(以下 「人権教育 ・啓発推進法」)とする)が
成立 した。1990年代以降、国際社会において 「人権教育」(成人対象の教育 ・研修 を含む)の重要性が認識
され、急速な広が りを見せている中でも、「人権教育 ・啓発」に関わる施策の推進 を 「国の責務」とする法
律をもつ国はそ う多 くない(阿久澤2003)』しか し、この法が活用 されて さまざまな教育機会において人権
啓発が盛 んに行われているか、それが学習者のエ ンパ ワメン トや偏見の解消 につながっているかというと、
答えは「否」と言わざるをえない。現在行われている人権啓発には、既にさまざまな批判がなされている。
とりわけ、差別や排除をうむ社会構造や価値観を問題に しない 「個人化、心理主義化」の傾向や、すべて
を個人の「心がけ」の問題 として捉える傾向が もつ問題点が指摘 されて きた(阿久澤1997、2006、川村2006、
上杉2007)ω。「人権週間」等 に行われる自治体や民間組織 による行事は、動員や有名人を呼ぶ ことによっ
て辛 うじて成 り立つ ものが珍 しくない。「人権教育 ・啓発」が法 というかたちで制度化 されていても、その
存在 じたい大多数の市民に知 られておらず、 さまざまなマイノリティの人権伸長の取 り組みにも使われて
いない現状がある(人権の法制度 を提言する市民会議2006)。では 「人権教育 ・啓発推進法」はもともとマ
イノリティの人々やその運動 とは無縁め ところで、政府 自らの手で、つ まり 「上か ら」つ くられた ものな
のか というと、そうではない(3節で記述)。にもかかわ らず、意味のある啓発が行われていないと思われ
る現状 をどう考えた らよいのか、という疑問が本稿の出発点にある。
この疑問への答 えは容易 に見つかるものではないが、「制度化」がどのような経過でなされたのか を見て
い くことか ら何 らかの示唆が得られるのではないか と考えた。「啓発」の現状は、制度化の過程や、そこで
取 りこぼされて きた もの と無縁 ではない と思われるからだ。本稿では、2節 で研究方法等を示 した上で、
3節では時期区分を行 った上で、日本社会特有の 「啓発」が どの ように出現 し、制度化 されたのかについ





まず 「人権教育」「人権啓発」とい う用語について最低限の整理 を行 ってお く。国際社会、たとえば国連
における人権教育(HumanRightsEducation)とい う概念は、その対象を子 どもに限っていない。 日本の
行政 ・教育関係者にもたびたび参照 される 「人権教育のための国連10年」(1995～2004)の文書は 「あらゆ
る発達段階の人々、あ らゆる社会層の人々が、他の人々の尊厳 について学びまたその尊厳をあ らゆる社会
で確立す るための方法 と手段 について学ぶための生涯 にわたる総合的な過程」が人権教育であるとしてい
る。 これに対 して 日本で一般 に 「人権教育」といえば学校教育 を指 し、「人権啓発」は主に自治体等が行 う
講座等のイベン ト、職員研修 などを指す と考 えられているのではないか。つ まり対象年齢層 による区別で
ある。
ところが 「人権教育 ・啓発推進法」(2000年)の定義 によると、人権教育 とは 「基本的人権尊重の精神が
正 しく身に付 くよう、学校教育及び社会教育 において行われる教育活動」であ り、年齢 とは無関係である。
他方、人権啓発 とは 「広 く国民の問に、人権尊重思想の普及高揚 を図ることを目的に行 われる研修 ・情報
提供 ・広報活動等であ り、人権教育 を除 く」 ものであるとい う。つま り、公的機関主催であれ市民活動で
あれ、従来の 「社会教育」の枠内で行われる人権iの学習は、法律上 「人権教育」にあたる。それでは現行
法でい うところの 「人権啓発」は何 を指すかとい うと、た とえば 「人権作文」の募集 と発表、「人権週間」
のキャンペー ン、「人権啓発 フェスティバル」 開催、「人権の花活動」等の事業だとい う(法 務省 ・文部科
学省編2002,2003,2007)。筆者の関心はこのようなキャンペー ン的なものよりも、広義の社会教育におけ
る人権学習 にあるため、本稿で「人権啓発」という用語 を使 うことにためらいを覚 えた。 しか しおそらく、
この法的定義は所轄官庁に基づ く便宜的なものである と思われる②。
本稿では 「人権啓発」(「社会啓発」「同和啓発」あるいは単に 「啓発」と呼ばれた時期 もあるため、一貫
性 をもたせ たい場合は 「啓発」 と記述する)と い う用語 を用 いるが、これは現在の法的定義に即 したもの
ではな く、「成人対象の人権教育(学 習、研修)」とい う意味で使 う。 したが って現在の法の定義では 「人
権教育」に含 まれるものだ。後述するように、本稿であえて 「啓発」 とい う語を用いるのは、歴史的 に社
会教育において行 われる人権課題の学習を 「啓発」 と呼んで きたことに呼応する ものである。なお、た と
えば 「社会同和教育」 などと呼ばれたものについて も、意味内容的に 「啓発」 と重なるものは考察の対象
に入れる。
2-2検 討範囲
本稿で歴史の検討を行 う対象を定める。現在 に奎るまで に、人権 に関わる学習は各地で さまざまな担い
手によって行われてきたが、どのような教育 ・学習活動までを捉えて 「人権教育 ・啓発」 と呼ぶかは一義
的に決められるものではない。たとえば女性問題や障害者問題 についての教育 ・学習が「人権教育(学習)」
ではないとする理 由は全 くないからだ。 しか し特定の学習機会提供が 「(人権)啓発」とい う名の もとに行
政に位置づけられていった経緯に注 目すると、範囲は限定 されて くる。婁 際のところ、「啓発」という名称
が公的に位置づけられたのは、同和(部 落)問 題解決をめざす流れの中で 「同和行政」「同和教育」が制度
化されたことと深い関わりがある③。何 らかの 「人権問題」について市民が学習することを国 ・行政の責
任とする動 きをつ くりだしたという点で、同和行政、同和教育の流れの中での 「啓発」が歴史上で果た し
た役割は非常 に大 きいため、この流れを中心に 「啓発」の形成過程 を見てい くことにする。
日本において、マ イノリティ問題を学ぶ 「啓発」が制度化 されてい く端緒 を開いたのは、同和問題の解
決をめ ざす流れの中で1965年に出された 「同和対策審議会答 申」(以下では 「同対審答申」あるいは 「答申」
とする)で あるとみて異論はないだろう。この 「同対審答 申」 は、被差別マイノリテ ィの当事者運動の要r
求を背景 に成立 し、環境改善 を含めた諸施策がはじめ られる出発点 となったものであ り、「啓発」という言
葉が差別問題解決との関わ りで用い られた最初の文書であ ったとされる。





「啓発」および内容的にそれに該当する教育実践についての歴史的 ・社会的研 究は全体 として少ない上
に、通史にあたるものはほとんどない。それはおそ らく 「啓発」の正式名称や意味づけが時代によって変
遷 したことや、社会運動やその周辺 と関わ りをもつ営みであったことと関係 していよう。入手で きた文献
の多 くは、「啓発」を実践す る行政の担当者や教員、部落解放運動関係者に向けて書かれたハウツー的なも
のか、「現状の解説」にあたる ものである。研究書では、古 くは、社会教育 における同和教育について述べ
た津高 乳村上編(1981)、山本(1983)、「啓発」の問題点 を指摘 した江嶋編(1985)、九州の一地域に定点 を
据 えて 「社会 『同和』教育」論 を展開 した森山(1995)、日本社会教育学会における数少ない成果である上
杉 ・黒澤編(1999)、国際人権 の視点か ら「教育 ・啓発」に提言する阿久澤(1997、2003、2006)、部落問題
に関わる比較的新 しいもので伊藤(2003)、啓発の方法について論 じた ものに渡邊(2007)、上杉(2007)な
どがある。 しか しこれらの研究で も1960年代か ら2000年までの流れを把握で きるものはほとんど見 られな
いo
本研究は、「啓発」関連 に限らず、同和(人 権)教 育、同和(人 権)行 政についての書籍、関連する法律
や公的文書 を含め、収集 しえた文献 を資料 として、「人権啓発」の制度化の過程 を素描する。特定の運動体
やその関係者による記述には、た とえ意図せず とも 「バイアス」がかかることがあるため、批判的に読み
つつ事実 を把握することに注意 した。基本的に文献研究であるが、筆者が1993年より国際人権NGOの 会
員活動に参加する中で、あるいは同和行政 の一環 として設立 された 「T市人権 まちづ くりセ ンター」(旧
「T解放会館」)において2005年4月よ り 「啓発担当者」 として働 く中で得た経験 も参照 している。
3.啓発の制度化の過程
本節では、啓発の制度化がどのような背景の もとで、あるいはどのような働 きかけによって進展 したの
かを見てゆ く。その際、国や行政が 「啓発」 を行 う論理が どのように構築 されたか、 また折 々に 「学ぶべ
きもの」 とされた学習内容や実際 どうであったのか についても文献から概観する。
時期区分 として、人権啓発の 「制度化」の節 目となった事象によって1期 ～m期 に分ける。 まず1965年
の 「同対審答申」 までの前史があ り、「答申」が出てか ら、「啓発」が公式 に位置づけられた1984年の地域
改善対策協議会(地 対協)「意見具申」までの時期を1期 とする。それ以降、「人権教育のための国連10年」
開始の1995年までをH期 とする。最後に、「人権教育 ・啓発推進法」制定の2000年まで をIn期とする。
このように3期 に分ける理由を3点 挙げる。 まず 「啓発」の制度化が最初から計画 されていた ものでは
な く、各時期の国内外の状勢によって変化 していったことを示すためである。次に、各期に制度化のメル
クマールとなった公式文書が存在 し、それが実際に啓発の実施状況にどう影響 したか を検討するためだ。
最後に、啓発でどのような内容 を学ぶべ きとされたのかの変遷を見るためである。
以下では、まず前史 を述べた後、各期 について述べ ることにする。
3rl前 史 「行政 ・国の責任」 という論理の成立へ(～1965年)




はなかったことに注 目したい。厳 しい差別 と社会的排 除の結果、劣悪 な生活環境におかれていた被差別部
落において、「全国水平社」以来の部落解放運動が再生 した。 この運動は、1951年の京都 における 「オール
ロマ ンス事件」 を契機 に、行政 に対 して施策の実施 を求めてい く。被差別部落が低位 な生活実態にあるの
は、それ を放置 して きた行政に責任があるとの論理が形成 され、定着 していった。行政施策を求める運動
は全国に拡大 したが、この時点では 「部落問題 を外の人にどう理解 させるか」(狭義の 「啓発」)は最優先
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事項にな りえず、生存権さえ脅かされるような生活実態か らの脱却が まず求められた。ちょうどこの頃、
同和教育運動 も、部落の子 どもたちの 「長欠」「不就学」の背景 に部落差別があることを認識 した教師 らに
よって始められ、1953年、「全国同和教育研究協議会(全 同教)」が結成されている。つまりここで も 「差
別意識」云々よりも子 どもの不就学 という実態の解消が急がれていた。
行政施策 を求める動 きは「国策」樹立の要求に発展する。当時、部落解放運動 は、研究者の協力 も得て、
史実か ら見て も部落問題解決の責任は第一義的に国家にある とす る論理 を構築 していた。 こう した 中で
1960年、内閣総理大 臣の諮問機関である同和対策審議会が設置 された。この審議会には複数の 「民間運動
団体」の代表者 も入 り、活発に意見が交 わされた(磯村1985)。被差別部落の実態を明 らか にする社会調査
も大がか りに実施 され、施策を行う根拠が準備 されてい く。審議会の過程で、被差別部落の実情 を知 らな
い官僚や研究者 に施策の必要性 を了解 させるための努力がなされ、実現可能な施策が検討 された結果、1965
年、同対審答申の提出に至る。つま り、マイノリテ ィ自身の施策要求が説得力 をもちうる条件が整ったと
ころで、その後35年間続 くことになる 「同和対策事業」の根拠法が成立 した。だがこの時点では、「教育 ・
啓発」は まだ重点課題ではなかったのである。
次 からは、各期について三点 「制度化の骨格」 となった公式文書、啓発をめ ぐる状況、そ して学ば
れるべ きとされた 「内容」 ・についてそれぞれ見てゆく。
3-21期 「啓発 」の生成 と拡大(1965年～1983年)'
制度化の骨格:同 対審答申
1965年の 「同和対策審議会答申」は、その後の同和行政(人 権施策)、 同和教育(人 権教育 ・啓発)に お
いて繰 り返 し参照 され、部落解放運動の側 も諸要求の根拠 とした重要 な文書である。
「答 申」の中で用い られ、その後 もよ く言及 される 「実態的差別 と心理的差別」 という概念がある。 こ
れはつまり被差別部落の生活環境や就労実態が劣位にあること自体が 「差別」であ り(実態的差別)、 それ
が一般地区住民 の偏見や忌避意識(心 理的差別)を 強化 している とい う論理である。こんにち単 に 「差別」
とい うと、個人の差別的言動を想起 させる後者(心 理的差別)を 指すことがほ とん どであろう。 しか し前
者の 「実態的差別」 とい う概念 は、社会 ・政治の側が被差別部落 に対 して不当な扱いをして きた責任があ
るという含意 をもっていた。そ して、実態的差別を解消することなしには後者 「心理的差別」 をな くすこ
とはできないという論理が説得力を もち、前者 「実態的差別」解消のための環境改善事業が行 われる根拠
となった。そこには、実態的差別の解消が進めば差別意識 も解消 してい くという、楽観的な見通 しがあっ
たともいえるだろう。
「同対審答申」の大 きな特徴 は、同和問題を 「憲法によって保障 された基本的人権 にかかわる課題」と
して規定 した上で、その解決は 「国の責務」であることを認め、また同時に 「国民的課題」 としたことで
ある。また、「答申」は、「同和問題の解決に当たって教育政策は、人間形成に主要な役割 を果たすものと
して特 に重要視 されなければならない。(略)特に直接関係のない地方において も啓蒙的教育が積極的 に行
われなければならない。」(同和対策協議室1965)と述べ でいる。ただ し 「啓発」を独 自事業 として定めて




ばらつ きがあった(津高 ・村上1981、森山1995)。特措法の施行後 しば らくは環境改善事業によるr格差
是正」、答申の言葉でいうと 「実態的差別の解消」に主眼が置かれていたのである。
同和対策予算が増える中で、施策 としての 「啓発事業」 も拡大 してゆ く。それは一つには、事業 によっ
て同和地区の様相が 目にみえて変化する中で、周辺地区の住民 からの反発 といった事象がみられ(「ねたみ
差別」と名づ けられる)、同和対策事業そのものへの住民の理解 を促す ことが求め られた という面があった。





特 に1975年に発覚 した 「部落地名総鑑事件」は企業等が雇用において露骨に差別 を行っている実態を示
す ものであり、啓発の必然性が(行 政を含む)事 業所や市民に了解 されてい く一つの契機 となった。
こうした中、特措法(1969年～)は 十年間の時限立法であったが、部落解放同盟 は差別の残存を根拠に
事業継続の必要性 を主張 し、同和対策協議会はこれを受け入れて1978年、国会 において3年 間の延長が決
定 される。この時になされた付帯決:議の一つに、同和問題への国民の理解 を促すための「啓発活動の充実」
が初めて明記 された。さらに3年 後、1981年、「特措法」の事実上の延長で ある、「地域改善対策特別措置
法.(地対法)」が5年 間の時限立法 として制定された。81年に出 された 「意見具 申」では初めて 「今後必要
な同和対策事業」の トップに 「啓発事業」が挙が っている。
この時期、同和対策事業の規模は拡張 を続けていたが、その中で 「啓発」事業の占める位置が徐々に増
大 していった。その流れ を決定づけたのが、次項で見る1984年の 「意見具申」である。
啓発の内容
この時期に目指 されたのは、同和 問題 を行政(1975年以降は企業 も)関 係者や周辺地域住民に理解 させ
ることであった。研修会ないし懇話会は、外部か ら有識者 を呼ぶことが中心であ り、行政職員 自らが講師
をつ とめることもあった。学ぶべ きとされた内容は 「被差別部落の歴史、および同和 問題の現状」が主で
あ り、教材 も少 しずつ整備 されていった。学ぶべ き内容の指針 は同対審答申であるが、中には、「答申」そ
の ものが使用テキス トという例 も見 られたようである。被差別部落の歴史については、後に訂正 された「近
世政治起源説」 が教えられ、そこでは差別的な制度をつ くった為政者の責任が強調 された。「水平社宣言」
については当初から学習内容によく取 り入れ られた。一方、「同和問題の現状」については具体的な差別事
件 を取 り上げられることが多かったようである。
啓発 について理論化は十分なされてお らず、「運動 の論理」が前 に出ていた時期 であったため、聞 き手
(学習者)の 側の受 け取 り方への考慮が乏 しい 「知識注入」型の啓発が多か ったようだ。(部落解放研究所
1983、八木1982)。啓発が早 くから展開 された地域では、「啓発の形骸化」は80年は じめには既 に指摘 され
は じめていた(小 森1983)。
3-3皿 期 「啓発 」の主 流化 一84年 「意見具 申」 と国際 的潮流 一(1984年～1994年)
制度化の骨格:1984年「意見具申」
「啓発」 に初めて明確 な公的位置づけを与 えたのが、1984年に地域改善対策協議会(地 対協)が 出 した






つ まり同対審答 申でいうところの 「心理的差別」が緊急の課題 として強調され、その解消 をはかること
に施策の重点が移動 していることがわかる。実態的差別は解消に向かいつつあるが、心理的差別の点では
「国民」の意識に問題が残 されているため、啓発が重要である という論理が形成 され、啓発が広 く展開さ
れてい く根拠 となった。
この 「啓発重視」の傾向はその後 も続 き、地対法の期限切れに伴 って1987年に事実上の延長である 「地
対財特法(地域改善対策特定事業 にかかる国の財政上の特別措置 に関する法律)」が発効する。その前年に
出された86年の 「意見具申」は従来の 「啓発」のあ り方の問題点 を指摘 しなが ら、その重要性は認めてい
た(地 域改善対策審議会1986)。・
さらにその5年 後の公式文書で も傾向は変わらない。1991年に出された「今後の地域改善対策について」





この丑期 の特徴 を3点 挙 げるとすると、啓発の定着、内容の形骸化への批判(効果の疑問視)、国際的な
潮流 との出会いであろう。
1984年に 「啓発」について特化 した政府文書が発行 されたことで、啓発の制度化は定着をみた。それを
受けて、1987年に総務庁所管の 「財団法人 地域改善啓発セ ンター」が設立される。 このセンターは全国
の同和行政担当職員を多数集めた研修 を担当す る拠点 となった。また中央だけでな く自治体 レベルで も、
「啓発シフ ト」 と呼ばれる政策転換が進み、各地 に地域啓発 センターが作 られるこ とに もなった(元 木
1995)。
一方、H期 は啓発への批判が非常に高まった時期で もあった。80年前後から既に、現場では 「内容の形
骸化、マンネリ化」「割 り当て動員で参加するため、『またか』意識が蔓延 している」 といった実態が報告
されていた。さらに市民意識調査の結果、啓発 を受けた市民がかえって同和問題への忌避意識 を強めてい
るとい う指摘 もあ り、啓発 が必ず しも問題解決への積極的態度 を形成 しえていないことが判明 した。この
あた りの指摘や分析は多 くの論者が行 っているく八木1982、小森1983、江嶋編1985、加藤1988)。1986年
の 「意見具申」 もそ うした状況への批判 を含む ものであった。
こうした中、部落解放同盟側は 「啓発」への批判に応えて、啓発の実施方法の改善 を提案する 「部落解
放 ・人権啓発基本方針」を策定 したが(部落解放 ・人権啓発基本方向作成委員会1988)、これは各地の自治
体や企業の啓発担当者によって広 く使用 された(元木1995)。その事実か らは、当時の多 くの自治体 におけ
る啓発が 「部落解放同盟の進める運動 の意向に沿 う」 という性格 ももっていたことが窺われる。
この時期の啓発 をめ ぐる状況でもう一点の特徴は、啓発 に関する議論の際に国際的潮流が参照 されは じ
めたことである。80年代は、国際人権条約への 日本政府の批准に関わる動 きが活発化 した時期であ り、法
学者や国際人権NGOが 手 を組み、国際人権の仕組みが 日本国内の法制度 を変えうることを発信 しはじめ
ていた。部落解放運動からもこうした潮流に呼応する動 きがあ り、90年代前半の部落解放同盟の側の文書
には、「世界人権宣言や国際人権規約 などの文書を今後の啓発の根拠に位置づけてい く」必要性が強調 され
るようになった。80年代末頃か ら啓発 の議論 において 「人権」 とい う語の使用が増え、同和問題以外のマ
イノリテ ィの人権課題への言及が増 えた(友永1995、部落解放研究所1995)。だがそれは、「部落差別が見
えに くくなった」 と言われる状況や、時限立法の終結への危機感 と表裏でもあった。
啓発の内容
この時期 に学ばれた内容には、「効果的な部落問題学習」の模索が反映 されている。た とえば被差別部落
の歴史の 「悲惨 さ」や 「現在 も残 る差別の厳 しさ」 を強調す ることがともすればマイナスイメージの強化
につながったことへの反省 を踏 まえ、部落の人々の肯定的な生 き方を伝えた り、部落産業 などに注目した
りする動 きも出て きた。識字運動の中でうみだ された 「識字作文」が教材 と してよく使われたの もこの時
期である。現況 を学ぶ際に 「市民意識調査」の結果が使用 されることが増 えた。 また、心理的差別への注
目か ら、「偏見」研究の専門家の意見を取 り入れ ようとする動 きもあ った。 しか し、啓発 に対す る批判や
「効果への疑問視」の声がやむことなく90年代 まで持 ち越 されたところを見る と、制度化 されたがゆえに
量的に広が った啓発の現場で行われていたことは、多 くの場合、1期 と変 わることはなかったことが窺わ
れる。
「国際化」が強調 される中で部落問題以外のマイノリテ ィ、たとえば在 日外国人や障害者に関わる学習






この5年 間は変化が急であるため、まず制度:化の流れをお さえてお く。
国際的には東西冷戦の終結 とともに各地で内戦が勃発 し、「人権」を人類の共通基盤に しようとする動 き
が強化される中、1994年12月の国連総会において、「人権教育のための国連10年」(以下 「国連10年」とする)
の決議が採択 される。 この 「国連10年」 の動向は 「人権教育 ・啓発」に新たな根拠 を与えるもあ として、
日本の政府、自治体をはじめ各層 に影響 を与えた。
お りしも国内では、同対審答申を起点 とする一連 の時限立法 について最後の延長が検討されていた。「五
十五年体制の終焉」 と呼ばれる国内政治の急展開の中で94年から 「与党 ・人権 と差別問題に関するプロジ
ェク トチーム」が発足 し、部落解放 同盟の側にとっては懸案の一つであった 「人権教育 ・啓発」の制度化
を求める好機が訪れた。 こうした中、「国連10年」の意向をふ まえて1996年に地対協意見具 申は 「人権教育
の一環 として」部落問題学習を含む教育 ・啓発 を推進することを確約 した(後述)。翌1997年、「人権教育の
ための国連10年」国内行動計画が策定 されたが、そこでは同和問題 を含む9つ の分野が 「人権の重要課題」
が掲げ られていた。そ して同年、1997年、最後の時限立法 として 「人権擁護施策推進法」が制定 され、98
年に施行 されたが、当初か ら、「教育 ・啓発」については2年 以内 に恒久的な法律制定をめ ざすことが明記
されてお り、そのとお り1999年、人権擁護推進協議 会は「答申」を発表 した。この答 申を受けて、2000年、
ついに 「人権教育 ・啓発推進法」が制定 される。
制度化の骨格:96年意見具申、行動計画、「人権教育 ・啓発推進法」
この時期の重要な文書それぞれの性格 を見てお きたい。
1996年の 「同和問題の早期解決に向けた今後の方策の基本的な在 り方 について」(意見具 申)は、それ ま
での取 り組みを総括するものであ ると同時に、同和 問題を人権問題 として普遍化 しようとす る視点が明確
に示 されたのが画期的であった。 まず、同和問題は過去の問題ではなく、「今後の取 り組みを人権 にかかわ
るあらゆる問題の解決につなげてい くという、広が りをもった現実の課題」 と規定する。一方で 「依然 と
して存在 している差別意識の解消」 のために 「教育及び啓発 の果たすべ き役割は極めて大き」 いとする従
来からの文言があるが、他方で以下のような記述がある。
教育及 び啓発の手法には、法の下の平等、個 入の尊重 といった普遍的な視点か らアプローチ してそ
れぞれの差別問題の解決 につなげてい く手法 と、それぞれの差別問題の解決という個別的な視点か ら
アプローチ してあ らゆ る差別の解消につなげてい く手法があるが、この両者 は対立するものではなく、
その両者があい まって人権意識の高揚が図られ、様 々な差別問題 も解消 されてい くもの と考えられる。
今後、差別意識の解消 を図るに当たっては、これまでの同和教育や啓発活動の中で積み上げ られて
きた成果 とこれまでの手法への評価を踏 まえ、すべ ての人の基本的人権 を尊重 してい くための人権教
育、人権啓発 として発展的に再構築すべ きと考えられる。その中で、同和問題 を人権問題の重要な柱
として捉 え、この問題に固有の経緯等 を十分 に認識 しつつ、国際的な潮流 とその取 り組みを踏 まえて
積極的に推進すべ きである。(地域改善対策審議会1996)
つまり、個別問題解決 と普遍的 なアプローチは対立するものではないこと、そ して同和問題は人権問題
の 「重要な柱」であることが示され、これまでの取 り組みは有効に生か しつつ 「発展的 に再構築 」 される
ということが明言 されていた。
次 に重要な文書が、翌1997年に出 された、「国連10年」の国内行動計画である。ここでは、国際的な動向
の両方を踏 まえた上で、人権教育(成 人対象の もの も含む)は 「女性、子 ども、高齢者、障害者、同和問
題、アイヌの人々、外国人、HIV感 染者等、刑 を終えて出所 した人などの重要課題 に積極的に取 り組む」
ことと規定 された。ここで挙げられたい くっ かの課題は、従来の人権教育 ・啓発では十分に扱われてこな
かった ものである。96年の意見具 申を受け継 ぎ、同和教育 ・啓発の蓄積 を生 かすことも織 り込まれている。
この国内行動計画 は、金国各地の自治体にもそれぞれの 「行動計画」策定 を促 した。
74 松波 めぐみ
最後 に2㎜ 年に成立 した 「人権教育 ・啓発推進法」は、人権教育 ・啓発の中身にせよ、行 う目的にせよ
踏み込んだ記述が一切 ない。歴史的経緯にも触れ られてお らず、外枠だけを定めたものとなっている。
啓発をめ ぐる状況:多 様化、参加型学習
この時期は 「人権教育のための国連10年」が契機 となって、従来同和教育や啓発があ まり行われてこな
かった地域や現場 において も取 り組みが開始 されたことが特徴的である。扱い うる内容の拡大 とも関連 し
て、人権や多文化共生 に関わるNGO(非 政府組織)やNPO(非 営利組織)の 関与や、行政とそれらの
連携 も進展 した。部落解放同盟や同和教育関係者の中には、「同和(部 落)問 題学習」の重要性が相対的に
薄め られ、学習が忌避 されるのではないかという危惧があったが、か といってもはや、あ くまで も同和問
題 を中心 とすべ きというrH期 には少な くなかった 声 はあま り聞かれなくなった。
また 「国連10年」開始前後か ら、人権や開発問題 に取 り組むNGOや その関係者が 「参加 ・体験型学習」
「ワークショップ」 と呼ばれる学習方法を紹介 していた。従来の部落問題学習に関 して、教える側の熱意
が 「教え込み」に陥った り、「自由に議論 しにくい空気」を醸成 して しまったことへの反省や、同和教育や
啓発の 「行 き詰ま り」 を感 じていた教師や実践者の問で広 く関心 を集め、関西などの一部の地域では爆発
的に広がった(森1997、阿久澤1997)。
啓発の内容
もはや π期 までのように、全体の傾向を捉 えるのが難 しいほど、「啓発」で扱われる内容は広が った。目
立つ特徴 として、多様 な外国人住民の増加 と可視化 を背景に 「多文化共生」 をテーマとして掲げる学習が
明らかに増 えた。 また男女共同参画の政策 とも関連 して 「女性の人権」課題 もクローズア ップされ、また
「子 どもの権利条約」への批准 を背景に、「い じめ」等の子 どもの権利に関わる問題 も取 り入れられるよう
になった。そして障害者問題、高齢者問題 も 「身近なテーマ」 としてコンスタン トに扱われている。そ う
した中、同和(部 落)問 題の学習の比重が相対的に低下 したのは間違いないが、従来から部落問題学習に
取 り組んで きた実践者の問では、「参加型学習で部落問題 を学ぶ」という試み も始 まっている。ざらに、「○
○問題」 という括 りではないかたちで人権 について考える参加型の講座や、参加型学習その ものについて
の学習機会 も増加 した。ここにみた傾向は、2∞0年以降現在 まで続いているといってよい。
以上、この節では啓発が制度化 されていった流れを3期 に分けて述べ てきたが、あ らためて各期の特徴
を整理 しておきたい。
「啓発」の制度化 は、部落問題の解決 をはかる 「同対審答申」(1965)以来の施策の中で進展 した。1期
の特徴 は、当初は 「実態的差別」の解消に注 目が向け られていたが、環境改善事業の進展 とともに 「心理
的差別」の解消の必要性が浮上 してきた点だ。H期 の特徴は、「啓発」重視の方向が定着 したことと、その
一方で常 に啓発の効果が疑問視されてきたことであろう。90年代初頭には、同和問題の学習 じたいが回避
される傾向が出ていた。その閉塞 した状況を打開するかのように、皿期の急展開があった。In期の特徴は、
1995年「人権教育のための国連10年」の開始 を契機 として、制度化が一挙 に進み、1996年の意見具 申にみ ら
れるように、従来か らの同和教育 ・啓発 を 「人権教育 ・啓発」 として再構築 してゆく方向が出されたこと
であろ う。
啓発で学ばれるべ き中身の推移 をみると、1期 ではその途 中か ら 「心理的差別の解消」をめざ して同和
問題の 「歴史 と現状」が学 ばれるようになるが、知識注入 という性格が強かった。H期 は大枠では1期 の
内容 を引継 ぎつつ、被差別部落やその住民の肯定的な姿 を伝 える工夫が なされた。その後の皿期は、国際
的な人権の主流化の中で、扱われる 「人権の重要課題」が増大 し、同和問題が占める位置は相対的に低 下
した。学習方法と して 「参加型」に関心が集まる中、「○○問題学習」の捉え方 も変化 しつつある。
4.考 察
前節で、「啓発」が制度化 されてい く過程 と、啓発で扱 われる内容の変遷を見てきた。各時期 について十
「人権啓発」の展開に関する一考察、
一制度化過程 と学習内容の変遷に注目して一 75
分な調査 を行 えたわけではな く、結論めいたことは何 ら述べ られないが、今後 さらに検討すべ き課題を三
点のみ提示 してみたい。
4-1「 制度化」がもた らしたもの
まず、「制度化」が どのような意味 をもち、何を もたらしたのかについて考えてみたい。ある被差別マイ
ノリテ ィの人々による権利要求が大 きな推進力 となって行政施策 に結びつ き、ひいては制度化 された とい
う事実一 しか も今 日の 「人権教育 ・推進法」は部落問題 に限定 していない一 は、他の被差別の立場 に
おかれている人々を勇気づける可能性 をもっているはずだ。 しか し現在、そのような実感を もつ人々はほ
とんどどこに も見出せないように思われる。
同対審答申にいたる歴史を調べ る中で筆者が印象的だったのは、「なぜ同和問題の解決は国の責務である
のか」の論理が形成 され、合意を得て政策となるために実 に多大な努力が払われたという事実であ った。
筆者は、 これだけの努力の結集 は、国内の他の被差別マイノリティの人々にはこれからも達成 しえない
であろ うと感 じ、部落解放運動が大 きな政治的力 むろんそれは両刃の刃であったが をもちえたこ
とに驚嘆 した。そ して同時に、政策要求の論理が 「人権」理念 に即 して、あるいは日本社会の格差や他の
差別問題 をふ まえて十分 に普遍化 されることがないまま、H期 以降 「制度化」 に突 き進 んで しまったこと
の意味を考えこまざるをえなかった。 むろん、「同対審答申」以前や1期 には まず何 より被差別部落の生活
実態 を変 えるための政策が強 く求め られたのである し、そこには相当な正当性があったと認め られる。 し
か しその後、「啓発」を含めた同和行政 は肥大化 し、80年代 に入 り 「人権」概念が用い られるようになって
も、同和問題 を第 一に扱 うべ きであるとする言説や認識 は支配的なまま、他 のマイノリテ ィ問題 に取 り組
む人々 との有機的な連携 も進 まなかった。制度化が定着する中で、啓発 は 「正 しい知識」の獲得 を期待 さ
れる場 となり(市 民意識調査の結果が しば しば 「さらなる啓発の必要性」 を主張す るために使用 されるよ
うに)、硬直化 していったように思われる。
制度化の過程で部落解放運動 と国 ・行政の間に生成 した力関係は複雑であ り、本稿で論 じることはで き
ない。 しか し少な くとも、啓発の 「制度化」が達成 されたことが、「なぜ公的責任においてマイノ リティ問
題の解決がはか られるのか、なぜ この問題 について学ぶのか」 という根本的問いを忘れさせ、同和問題が
特権的地位にあることをより 「自明」とすることにつ ながったのではないか。そのことも、(少な くともH
期の途中からはさまざまなマ イノリティ問題や人権課題が浮上 しなが らも)同 和問題を他のマイノリテ ィ
問題の実情に照ら して普遍化 させることがなされないままになったことと関係 しているので はないか。「制
度化」 はそれ 自体望ま しいことであるはずだが、行政側 にも運動側 にも、そ して 「国民」にも思考停止 を
もたらした面があったことは否定できないであろ う。
1980年代か ら90年代にかけて(H期)の 公 的文書や文献 を読んでいると、現行の啓発の問題点が政府 ・
行政側か らも運動側 からも研究者からも繰 り返 し指摘 されるにもかかわらず、いっこうに事態が打開され
ないことが、非常に もどかしく感 じられた。実際のところ、その閉塞感が強 くあったか らこそ、m期 で「人
権教育のための国連10年」 を機 とした急展蘭が起こ り、かたちの上では 「同和問題が人権問題と して普遍
化」 された上で制度化が進んだ。 しか しその 「普遍化」が十分に内実を伴った ものになっていない と思わ
れるのは、それまでに蓄積 さ九て きた問題が十分に解明 されていないことと関係 しているのではないか。
今後さらに検討 してみたい。
4-2「 実態的差別」再考
同対審答申で示 された二つの 「差別」の うち、1期 の途中(1970年代)か ら専 ら 「心理的差別」 のみに
焦点があてられてい くが、ここでは 「実態的差別」 とい う概念に再度注 目してみたい。今 日の社会構築主
義的な議論か らすれば、「実態的差別」とは部落解放運動 の側の論理 によって構築 された(半 ばイデオロギ
ーを含んだ)概 念といえるのか もしれない。 しか し、為政者の側の不作為 を含む 「責任」が明確化 された
言葉があったことに、筆者はむしろ新鮮 な驚 きを覚えた。なぜ なら今 日、あ まりに も 「差別」.が個人の意
識や心がけの問題としてのみ捉えられる傾向があるからだ。実態的差別 とい う語は、「答申」より後 の公的
文 書や文献では、専 ら 「そちらはほぼ達成された、今度は心理的差別への取 り組み(啓 発)だ 」 とい う文
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脈 で使 われるようになってい く。筆者 にはこのことが皮相 に思われてならない。
「実態的差別」 という概念は、被差別部落がおかれた劣位 の状況一....就学 ・就労に関することを含め一
一 は個 々人の努力 などに帰されるものではないと規定する点で、被差別部落の人々をエンパ ワーする要素
を含んでいたのではなかったか。そ してそれ は本来、他の貧困や差別に苦 しんでいた人々に も適用 され共
有 されるべ き考え方であったはず だ。 しか し実態的差別を深 く理解 し、広げていこうとする動 きはうまれ
なかったようだ。同和行政が進展する中で(早くも1期 の終わる頃には)、周辺地区住民 から生 じた反発が
「ねたみ差別」 と呼ばれ、「啓発」 によって解決すべ き課題 とされたことは、現在から見ると奇妙に思われ'
る。 このあた りの、 もろもろの問題の原因を一般地区住民の 「差別意識」に帰 してい く言説 と現象が、そ
の後の 「啓発」に も禍根 を残 したように思えてならない。「問題は心理的差別である」「差別意識が根強い
か ら施策が必要」 と部落解放同盟が主張 し、政府 ・行政 もそれを受 け入れてい く流れの中で、一般地区住
民は常 に 「差別意識の持ち主」 として表象され、啓発の場 において も 「差別する側」に固定されてい く。
他方で被差別部落住民 を受動的な 「差別意識 を向けられる側」に固定 して しまった。啓発で 「学ぶべ き内
容」 は常 に一般地区住民 に向けられ、被差別部落住民が何を学ぶべ きか、あるいは 「ともに」何を学ぶべ
きかという視点はほとんどなかったのである。
以上、実態的差別 という概念が もっていた意義が忘れ られ、「心理的差別」への取 り組みとして教育 ・啓
発が進められるようになったことが、啓発における 「差別する側、される側」の固定や、今 日の心理主義
的傾向に関連するのではないか という仮説を述べ てみた。今後、「実態的差別 と心理的差別」とい う概念 を
他のマ イノリティ問題に応用 した場合の有効性や限界 を含め、別の機会に検討 してみたい。
4-3他 のマイノリティ問題の包摂
三点 目は、同和問題以外のマイノリティ問題が どのように 「人権啓発」で扱うべ き内容 として包摂 され
ていったのかにまつわる疑問である。K期 の途中から徐々に啓発の中で在 日外国人やアイヌ民族、障害者
問題等が とりあげ られるようになるが、表層的な扱いにとどまりがちであった。 こうした包摂の過程 をさ
らに調べることか ら、今後 なすべ きことが見えて くるのではないかと思われる。
同和問題 については識者や運動体の問にさまざまな見解があったにせ よ、公的に解決すべ き課題 とする
ための論理が蓄積 され、「答 申」以降 も部落史研究な り市民意識調査 なり、 さまざまな資源を動員 して、何
を教育 ・啓発で扱 うべ きかについての検討がなされて きた。 しか し他のマイノリティ問題については圧倒
的にその蓄積が不足 している。それぞれのマイノリティ固有の人権獲得運動や、「当事者学」の成果からも、
人権教育 ・啓発のあ り方に提起で きることは多いはずだ。各々の問題 の個別性 と普遍性 を検討 し、学習内
容 に生か してい く作業 は、今後さらに必要 になってい くと思 われる。それは同和問題の学習 を軸 として き
た 「啓発」の歴史 をさらに相対化 し、普遍的な視座か ら再点検する契機 を含んでいるであろう。
5.お わ りに
本稿 では、現行の人権啓発が学習者のエンパワメントや偏見解消 といった点で 「意味ある」かたちで行
われていない という問題意識に基づいて、現象を読み解 く鍵を制度化の歴史か ら得 ようとして きた。最後
に、本稿の意義を大 きく二点 と、残された課題 を述べてお こう。
まず 、さまざまな要 因から先行研究の少 ない 「啓発」 について、その制度化の歴史のラフスケ ッチを行
い、生成か ら現在 までの流れ を明 らかにしたことである。 どのような経緯で 「啓発」が実施 されるように
な り、 どの ように変化 して きたのかを辿ることは、「啓発」の現在 を理解す る上で も有益 である。
二点目に、被差別マイノリテ ィの運動が大 きな原動力 となって、政策がつ くられ、その中で 「啓発」が
制度化 されていったことの積極的意義(お よび限界)を 考察 したことである。十分 な調査 を行ったとは言
えず、特に運動や政治の実際について追求 しようとすれば本稿が扱い うる範囲を超えて しまうが、制度化
の過程 を追 うだけで も、今後 さらに追求すべ き課題がい くつか浮かび上がったもの と考える。
残 された課題は数多い。既に 「考察」で述べた こと以外でいえば、 まず、「教育内容」について さらに詳
細 な調査が必要であろう。 もとよ り地域差が大きいため特定の地方 自治体に焦点を絞った調査 も検討 した
「人権啓発」.の展開に関する一考察
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い。 また、「啓発」と並行 して学校で実践 されてきた同和(人 権)教 育 との関係、あるいは他のマ イノリテ
ィ運動等 との関係 を組み入れて論 じることも課題である。こうした作業 を通 して、 より立体的に 「啓発」
の歴史と現在を描 きだし、今後への示唆 を得 たい と考える。
【注】.









ち入らない。歴史的に 「部落解放運動」と呼べる動 きはそのように表記 し、複数ある組織の中でも、部落解放
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t・eliminat・di・c・imi・ti・n・Aft・rT…厨 ・w・ ・停6・d・Ft・母 ・nti蜘 ・・t・・ti・lty(lecture.・nDgw・
issue)wasincreasihglyemphasized.
(H)In1984,"Chitaikyo.IkehGushin"(qnothercommitteereportfbranti-discrimipatiollmeas-
ures)statedclearlythatthe6htitlementactivityshouldbestrengthenedinordertoeliniinate
"
psychologicaldiscrimination."Theenlightenmentactivitywasconductedregularlyafterwards,
thoughitseffecthadb6enquestioned。
(m)After1995,whentheUNDecadef6rHumanRightsEducationcommenced,theJapanese
governmentproposedthelastreportfbranti-discriminati6nmeasureS(Iken-Gushin),inwhich
thedirectionalitythatperfbrmsthegeneralizationoftheDowai6sueasthehumanhghtsissue
wasemphasized.Inaddition,Iken-Gus垣nstateごthattheisSueoftheマariousminoritygroups
otherthantheDo寅aissue.shouldbelearnedinth6entitlementactivity.In2000,the"human
rightseducationandentitlemehtprom6tionlaw"wasenf6rced.Inthisperiod,thenumberof
mino士ityissuesthatcanbedealtbythehulnan孟ghtseducationandentitlementincreasedand
theparticipatorylearning.andworkshopg翫inedpopularity.
Lastly,theeffectofthe..ihstitutionalizationoftheentitlementactivitywasdiscussedandthe
meaningof"discriminationoftheactualsituation"wasproposedto.bereconsidered.
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